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ドイツでは 80年代頃より環境や食品安全の分野などで，市民を巻き込んでの参加型リスクマネジメント
が用いられるようになってきた．現在もその利用は増加している．一方，参加型手法にはまだ多くの課題

が残されている．一例は，市民会議で導き出された結論が必ずしも政策決定の際に生かされてないことで

ある．市民参加型手法の受容の難しさは，この「ラディカル」な社会技術が，政治体系，社会構造，行動

規範などの社会土壌と相互作用し，多くの場合，摩擦を起こすことが大きな要因と見られる．本論文では

市民参加型の手法のドイツでの利用の現状を述べ，ドレスデンでのコンセンサス会議を例に，市民参加型

の意思決定方法の課題について論を展開する． 
 
キーワード：リスク政策，市民参加，コンセンサス会議，社会土壌，ドイツ． 

 
 
1. なぜ市民参加なのか 

 
ドイツにおける市民参加型の手法の発展を述べる前に，

まず，なぜ市民参加が増加の傾向にあるのか，その背景

を論じていく必要がある．市民参加型手法は専門家だけ

に偏りがちの科学技術論への反省から，科学技術への市

民参加の可能性を探るひとつの方法として生まれてきた．
1) 2) それはHIVの輸入血液への混入，BSE問題などの事
件により，リスク政策に関わる専門家や行政への信頼が

揺らいでいることに大きな要因がある.3) 4) 
市民参加型のリスクマネジメントを進める理論には大

きく分けて3つある.5) まずは規範論（normative）で，専
門家だけで政策を決めるのは民主主義の理想からみると

望ましくない．市民にも決定に携わる権利があるという

もの.6) 7) 二つ目は本質論（substantive）で，市民は理性的
な判断ができるため，リスク決定にも参加可能であると

いうもの .8) 三つ目は概念道具主義的考え方
（instrumental）で，市民参加は政策決定をより正当化さ
せ，市民の不信感を払拭させるために役立つという.9) 10) 
今日，市民参加型手法の種類は30以上にも及び，調停
など古くから使われているものから，市民パネル，CAC
ｓ（コミュニティ・アドバイザリー・パネル），コンセン

サス会議，シナリオワークショップ，フォーカスグルー

プなどといった形式がある.9) 11) なかでもコンセンサス会

議は80年後半にデンマークで発展したものであるが，日
本数回実施されたことで知られるようになった．12) 13) 14)

コンセンサス会議では, 公募などで選ばれた一般市民
十数名からなる市民パネルが，問題とする科学技術に関

し複数の専門家からの説明を聞いた上で討論を行い，そ

の技術に関する合意を構成していく.15) 現在では50以上
の試みがデンマークを中心にした欧州各国,16) 17) オース

トラリア,18) 韓国 19)などで実施されている.20) 
 
 

2. ドイツでの市民参加型の意思決定の発展 
 
ドイツでの市民参加のリスクマネジメントの広がりは,
アメリカや他の北ヨーロッパ諸国と同様, 1960 – 70年代
にさかのぼる．戦後， 科学技術が大きな発展をとげる中，
科学技術が社会的な脅威としてドイツでも議論されるよ

うになった.21) 1962年にレイチェル・カーソンが『沈黙
の春』を発表し，化学物質の自然界への影響に警告を与

えた．22)  日本での水俣病が世界で報道されたことなどで

も環境問題はドイツで大きな社会問題になった．70年代
に入り，ベトナム反戦運動，女性解放運動，学生運動が

世界で最大の社会運動になる．ドイツでも “1968”と呼
ばれる学生運動が大きな動きとなり，さらにこれらのう

ねりが反原発運動とつながる．そして80年代に緑の党が
ドイツ連邦議会で議席を獲得する.23) 
このような社会の動きに合わせ, 円卓会議などの市民
参加型の社会技術がドイツで利用されるようになってき

た．例えば，70年代では，調停とCACsが土地利用に関
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わる問題に使われ始める 24)． 80年代には，市民パネル
や，ブッパータール大学のDienel教授の開発した市民参
加型手法のひとつ，Plannungszelle（プラヌングスツェレ）
25）などがごみ問題，エネルギー問題などの論争の解決を

導き出す方法として用いられ始めた．90年代以降，遺伝
子組換え作物（GMO）や遺伝子治療などバイオテクノロ
ジーの利用への議論が盛んになると，市民パネルなど既

存の市民参加型社会技術 26) に加え，後述するように，コ

ンセンサス会議もドイツで実験的に行われるようになっ

た．近年では，電磁波（EMF）の人体への影響が社会で
大きくクローズアップされるようになったことで，GMS
携帯電話用電話網設置のための鉄柱建設の際には，いく

つかの円卓会議が，業者，行政や地元の住民を交え開催

されてきている．このように会議でのテーマは科学技術

の発展と利用の時代背景を反映していることが興味深い． 
さて，市民参加型手法の発展と同時に，90年代入りド
イツでも科学技術を社会的な視点から考察する技術アセ

スメント（TA）の機関が公共の機関として本格的に設立
された．1990 年には連邦議会の機関として Office of 
Technology Assessment (TAB) of the German Parliament（連
邦議会技術評価事務所）が発足した．1992年には筆者の
所属するテクノロジー・アセスメントセンター・バーデ

ン・ヴュルテンベルク(Center of Technology Assessment in 
Baden-Württemberg : CTA) がバーデン・ヴュルテンベル
ク州政府の出資で誕生．他にも同州のカールスルーエに

あるフラウンホーファー・インスティテュート ISI
（Fraunhofer Institute ISI）でも技術アセスメントが行われ
ている．特にCTAでは，市民参加型の手法の実践と学際
的研究との双方を行ってきている. 

 
 

3. これまでの事例 
 
さてここで，これまでにドイツで利用されてきた参加

型手法の事例を紹介していきたい．まず，地方レベルで

あるが，多く用いられているのは都市計画に係わる円卓

会議である．ドイツでは80年代にゴミ問題が深刻になり，
ごみ処分所の建設予定地をめぐり参加型会議が各地で行

われてきた．代表的な例が，黒い森北部のフォルツハイ

ム近郊で1993年から95年にかけて行われた３ステップ
方式での大規模な市民参加会議（市民パネル）である.27) 

28) やがてドイツ政府がインセンティブを用い大胆なご
み減量政策をとったためごみ排出が減り，ごみ処理施設

をめぐる円卓会議は最近ではあまりみられない．その代

わり，車による騒音をめぐる市民会議，前述した，EMF
をめぐる市民参加型のマネジメントが増えている.29) 30) 31) 
 このように地方レベルで頻繁に行なわれる市民参加

型会議に比べ，連邦レベルで行われるものは少ない．そ

れは，ナチス政権下の中央集権への反省から，戦後，地

方分権を進めるための強い連邦制がとられ， 計16州の
州政府がリスクマネジメントに関してもそれぞれ強い権

限を持っており，連邦政府の決定権は比較的弱いからに

よる． 
その数少ない例のひとつは，1983年にドイツの連邦エ
ネルギー省が実験的に行なった二酸化炭素削減のための

市民パネルである.32) もうひとつの試みは次章で詳しく
扱う，2001年にドレスデンで行われた遺伝子診断をめぐ
るコンセンサス会議である． 
 
 
４．市民参加型の難しさ 

 
このように，参加型リスクマネジメントはドイツで増

加傾向にある．しかし，実際には依然，多くの課題が多

く残されている．例えば，前述したフォルツハイムでの

ごみについての市民会議であるが，市民パネルの結論は

結局，政策決定にほとんど影響を与えなかった.27) また
GMO 関連の円卓会議にしても，政策決定には関連付け
られなかったと指摘されている.33) 
なぜこのように市民型方式の本格的な利用が進んでい

ないか．その理由の一つとして，参加型の方式がまだ社

会技術としてはまだ試行錯誤の段階であることがある．

また，学問としてもこれからさらに深く研究されるとこ

ろで，例えばどの方法がどのケースに機能するという標

準的な分類がないこと,34) 同様に市民参加型手法を評価
する一般的な手法が確立していないことも一因であろ

う.35）36） 
しかし，市民参加型手法の利用がリスク論争の解決を

一層複雑にすること，もしくは，解決には助けにならな

い場合があることが，その受容が進まない大きな理由に

挙げられよう．この点に関し，以下に市民参加型手法が

直面している課題を列挙した． 
市民を参加させることですでに決定されている政策に

お墨付きをもらう，または市民に政策の決定の責任を負

担させ，責任の所在をぼやけさせるという主催者側の悪

用の可能性が市民参加型にはある.37) 逆に，市民側に特
定の目的をもったグループが乗り込み，市民という名の

もとに円卓会議を悪用する可能性も存在する．複雑な問

題を感情的に判断することで市民側が表面的決定を下す

可能性，市民は最終的には決定したリスク政策の結果に

対し責任を負わないということで，市民は実行が不可能

な結論を出す可能性などもある.38) 
その決定過程にだれを参加させるのか，その範囲をど

う決めるのかも難しい．また，市民参加型の手法で既存

の力関係に左右されず率直な意見を本当に交換し合える

のか，ということも重要な点である.39) 40) 41) さらに，円卓
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会議で出てきた市民の意見はある母集団の代表では必ず

しもなく，代表的意見としての正統性を欠くことが大き

な問題となる．これに関連した課題は，市民参加型手法

の政策決定過程への位置付けである．それを位置付ける

のかどうか．その場合にはどのように位置付けるのか． 
同様に問題になるのが，主催者側と市民側の間の，円

卓会議の利用目的についての意識のずれである．例えば，

各国で行なわれたコンセンサス会議の市民パネルは，「参

考までに」，「実験的に」，といった主催者の意向とは異な

り，会議の結果が今後の政策決定へ与える効果への期待

を少なからず抱いていたと報告されている.42) 43) 
費用対効果も問題である．参加型は多大なコストと時

間がかかる．よって行政と専門家が決定を下したほうが

効率的であるという意見もある.44)  
そこで本論文では，市民参加型の手法のもつ問題点を，

プロセス（process）と結果（outcome）という双方の視点
から，ドイツで行われたコンセンサス会議を事例に分析

を試みた．これまで，透明性や公平性の点から市民参加

型手法のプロセスを分析した研究は多くある.45) しかし，
その政策への影響など，その結果を評価したものは非常

に限られている．  
この分析にあたり，筆者は，一般公開された4日間の
議論を観察（non participant observation），関連の新聞記事
を調査，関係者とのインタビューを行い, データを集め
た．分析にはRenn et al.9) の公平性と有効性，そしてRowe
と Frewer35)の政策への影響性という二つの指標を用いた．  

 
4.1 ドレスデン・コンセンサス会議 
ドイツ・ドレスデンでのコンセンサス会議は，ドイツ

衛生博物館 (Deutsches Hygiene-Museum) が主催，ドイツ
連邦教育省とドイツ学術協会が後援した，連邦レベルで

は初めてのコンセンサス会議であった.46)51) ドイツ全土
から選ばれた様々な年齢，職業，宗教を背景に持つ男女

19人の市民パネルが， 遺伝子診断にともなう問題点を，
病気の発症前遺伝子診断， 受精卵の着床前診断，そして
出生前診断（胎児診断）という，3 つの異なる遺伝子診
断の分野から論じ，その技術の問題点，利用の是非の判

断を下した．なお着床前診断とは，体外受精による受精

卵の細胞を一部取り出し分析する技術である．正常であ

れば子宮内に移植し，異常があればその受精卵は廃棄，

または冷凍保存される. 
主催者が発表した会議の主な目的は， 遺伝子診断につ
いての議論を新しい形式で試みる， 市民が議論した結果
を政策決定者や学術関係者に提示する，そしてコンセン

サス会議という参加型形式自体についての議論を深める

ことであった． 
途中過程はここでは省略するが，コンセンサス会議最

終日に市民パネルが発表した最終レポートの内容は以下

にまとめられる．病気発症前の遺伝子診断については，

当事者に十分なカウンセリングをし， 診断について説明
を向上させることを求めた． 出生前診断については， そ
の利用がますます増加している現状に懸念を示し， 妊婦
にこの検査の持つ意味とその影響についてもっと詳しく

情報を与えるべき，と強調した． 受精卵着床前診断に関
しての是非は市民パネルの中で分かれ，結局，女性パネ

ラー一同が反対，一名を除く男性パネラーは賛成の意を

示した． 現在ドイツではこの技術の利用は事実上禁止さ
れている．それは、ドイツのヒト胚保護法が、不妊治療

以外にヒトの胚に手をつけることを禁止しているからに

よる. パネラーの反対の根拠は，ヒトの胚の段階での命
の選択は人の尊厳を傷つけ，差別を生むことにつながり

かねないというものであった．レポートには，着床前診

断技術について，パネラー間のコンセンサスには至らな

かった事実が報告された． 
筆者はまず，このコンセンサス会議をプロセスという

点から分析した．透明性については一般公開度が高く，

傍聴もかなり認められていた．公平性という点からは，

主催者ではなく市民パネルが専門家を選択することがで

き，積極的に議論を主導していた点でも評価される．ま

た，19 人のパネラーはそれぞれ積極的に発言していて，
発言に対する公平な機会が与えられていた．以上の点は

関係者とのインタビューでも確認された．ただ問題点は，

市民パネルの構成に偏りがあった事実である．市民パネ

ルのメンバーの選択にあたっては，住民台帳から無作為

抽出を行った上でさらに希望者をしぼったという．確か

に年齢，性別，居住地，民族，宗教などではバランスは

取れていたが，職業に限るとパネラーは，主婦，年金生

活者，学生に偏っていた． 
さて次に政策への影響という点からこの会議を評価し

たい．この点については，異なるレベルで評価を試みる

必要がある．というのも，市民会議を行うことで社会的

な議論を活性化し政策に影響を与えることも間接的では

あるが政策影響と解釈できうるからである． 
では，間接的な影響という点でどのように利害関係者

が反応したかというと，実際に会議に参加した限り，コ

ンセンサス会議に対しての自然科学の専門家や一般の関

心については高いとはいえるものではなかった．会議を

傍聴していたのは，障害者団体代表以外では大半が学術

関係者，あとは少数の保険会社の関係者であった． 
メディアはよきにも悪しきにも社会での科学技術の論

争の行方に重要な役割を果たすが,47) 48) 会議へのメディ
アの注目度は期待していたより低かった．エリート紙

Die Zeitが，市民パネルの意見がドイツでの遺伝子診断の
論議にどう影響したかと簡単に考察していたに留まっ

た.49)  
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4.2 政策過程での位置付け 
さらに深く掘り下げる必要があるのは，先ほども触れ

た参加型の方式の政策過程での位置付け，言い換えれば

政策への直接の影響，そしてそれに関する主催者，政策

決定者，市民側の意識のずれである． 
聞き取り調査で分かったことは，当初，市民パネラー

は，議論の結果を直接政策に反映したい，と大きな期待

を抱いていた．そこで準備会合において主催者は，コン

センサス会議の議論は間接的な政策反映にとどまる， と
会議の目的を明確にしたという．にもかかわらず，「…
政策決定者はわれわれの意見に耳を傾けるのか，それと

も我々の出した結論はゴミ箱行きなのであるか…」,50) 
と，会議後の市民パネラーの言葉にあるように， パネラ
ーは自分たちの行なった議論を何らかの形で具体的に政

策反映させたいと期待していた． 
それに応え，最終日に参加した政策立法関係者は，一

同に市民パネルの熱心な議論を評価した．そしてその多

くが，これからの議論を行なう上で，パネラー報告書を

参考にしたい，と述べていた．しかし， 出席者であった
連邦議会の議員は，ドイツ国内で大きな論議を巻き起こ

していた，来る連邦議会でのヒトの胚（はい）性幹細胞

（ES細胞）の輸入決議に触れ，「連邦議会は市民パネル
の意見を政策決定過程においては考慮しない」と断言し，

市民パネルとの間に緊張がはしる場面があった.51) 
ドレスデン会議の政策決定への長期的な影響の調査は

まだ日が浅く本格的には行われていない．しかし，評価

者として会議に参加した Zimmerの報告によると，市民
の意見書が連邦議会のある調査委員会で配布された以外

には特に具体的な利用はこれまで報告されてはいないと

いう.52) 
確かに，このコンセンサス会議は実験的なものであっ

た．しかし，政策決定者に市民の意見を提示することは

会議の目的にも掲げられていた．にもかかわらず，市民

パネル報告書の利用に関してはあいまいさが残ったので

ある． 
さて，ここまでは，ドイツでの事例を基に，市民型

の手法が，政策決定という点で複雑な位置にあると述べ

てきた．ただ一方，デンマークのコンセンサス会議は，

これまで，デンマーク技術事務局（DBT）という国会に
より創設されている機関により, 過去, 20 近く主催され
てきており，国会での議論の中でも市民パネルのレポー

トが言及されるという．コンセンサス会議のテーマの選

定も議会からの要望によることが時折あると報告されて

いる.53)  
さて，このように，市民型の手法がデンマークで機

能するがドイツでは機能しづらいのであろうか．無論，

デンマークでは 20 年にも及ぶ経験があるからというこ
ともある．しかし，後述するように，他の北ヨーロッパ

諸国でもコンセンサス会議などの手法は既存の科学技術

政策過程と何らかの摩擦を起こし，その利用があまり進

んでいないと報告されている． 
そこで，さらに考察を深め，市民参加型手法が政治

体系，政治文化，社会構造や行動規範などの既存の社会

土壌（social environment）とどう相互作用を起こすのか
を論じる．これは，なぜ参加型の社会技術の受容が困難

であるかを理解するひとつの切り口と思われる． 
 
 
5．市民参加型の手法と「社会土壌」との関係 
 
既存研究において，市民参加型の手法とそれが受容さ

れる社会土壌との関連は体系的に分析されてきてはいな

い．筆者は最新の論文で，参加型手法は，社会の政治体

制や政治文化，社会構造，習慣，規範などの文化にやむ

をえず影響を受けるという性質，“stick-in nature”を検証
した.40) 54) 本章ではこの性質を，デンマーク，イギリス，
日本，フランス，そしてドイツの例を引き合いに説明し

たい． 
  コンセンサス会議の元祖であるデンマークは人口約

500 万弱の小さな国で，かつ，ごく最近まで他民族の混
合する割合が低い国であったことで国民のコンセンサス

が得やすい．また，伝統的に市民や市民グループの政策

への参加が行なわれる市民文化の強い国であること．国

民の生涯教育が進んでおり，政治への関心度が高いこと

も市民参加が進んでいる要因と報告されている.55) 実際，
国会議員を対象にした Jossによる調査によると，75％が
コンセンサス会議を支持していること．また，技術の社

会的影響，倫理的側面などを含んだバランスのとれた情

報を得るため，市民の意見を把握するためなどにコンセ

ンサス会議のレポートが議員によって使われていること

が報告されている.56)  
一方，人口が 6,000 万のイギリスは中央集権型で，行
政が専門委員会に専門家を指名し，科学技術政策が決定

される伝統がある.57) イギリスは過去，いずれも政府機
関がスポンサーで2回のコンセンサス会議を行なった．
94年には遺伝子組み換え植物，99年には放射性廃棄物に
関する討議が行なわれた．これらの会議での市民の意見

の政策へ反映について，94年のコンセンサス会議の運営
委員長は，国レベルでの遺伝子組み換え植物の政策決定

過程には反映しなかった，と振り返っている.58) 
フランスはやはり人口6,000万の中央集権の強い国で，
トップダウンの政策方式が取られている．それでも1998
年にはGMOについてのコンセンサス会議が政府のバッ
クアップで行われた．その評価を行ったMarrisと Jolyに
よれば，このような方式はフランスの政治文化になじま

ず，主催者は会議での市民の提案と政策決定過程の関係
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については言及しなかったという.59) 
日本は人口が1億 3千万近くの大国で，やはり行政主
導の伝統が強い.60) 61)  2000年には農林水産省と（旧）科
学技術庁がそれぞれスポンサーでコンセンサス会議が行

なわれ，官庁が関わった初めての会議として注目され

た.62) 63) 農林省主催の遺伝子組換え作物についてのコン

センサス会議での市民パネルは，GM作物は条件付で容
認， と結論づけた．この意見は今後の研究テーマを選択
する上での参考意見として扱われた．実際，コンセンサ

ス会議後，GMOの長期的な環境への影響など，5つの研
究が農水省関連の機関で行なわれているという.64)  筆
者による聞き取りで行政担当者は，市民の意見に基づき，

研究テーマを選ぶためにコンセンサス会議を利用したこ

とは政策反映であったとも解釈できるだろう，とコメン

トしている.40)51) 
最後に，ドイツは人口 8,200 万人のヨーロッパの大国
であり，連邦制により中央政府の権限が弱い．通常の政

策決定過程には，行政，専門家が関与し，市民団体など

の参加は限られている.65) しかし，労働組合の力が強く，
既存の政策決定にも参加していることで，逆説的ではあ

るが，市民グループなどの意見をくみ上げるシステムを

強化するシステム作りへの動機付が弱い.66) 前述したよ
うに，歴史的事情から連邦レベルでの意思決定を嫌う根

強い力があり，例えば，連邦レベルでのリファレンダム

（国民投票）は法で禁じられている． 
このように，各国で行われている既存のリスクマネジ

メント方法は，国固有の政治文化によって異なっている

ことが分かる. よって，市民参加型のマネジメント手法
も，それが行われる社会の土壌に影響を受けるのである．

このような参加型社会技術の“stick-in”という特質につ
いての理解はまだあまり進んでいない．  
 
 
6．結論 
 
  BSE問題など，これまでのリスクマネジメントの失敗
例から，市民などの利害関係者に対し政策決定過程を透

明化し，早期の参加をすすめることが求められてきてい

る．市民型手法はさらに，科学技術についての公共的討

論の場を提供する．そして，普段ではあまり見られない

専門家と市民との交流を深め，互いに学ぶ場という役割

を提供する．このような参加型の試みは，長期的には，

市民が行政に対し抱えている不信感を払拭させることに

つながる，と期待されている．これが各国での参加型手

法の利用の増加を促進している動機である．  
  これまでの市民型手法の研究は，プロセスの分析に限
られてきた．しかし今日，ある社会では有効である市民

参加プロセスが，別の社会では失敗に終わってしまう事

実を正確に理解する研究が必要とされている．その一つ

の方法論は，市民参加とそれが実践される社会土壌との

関係を深く掘り下げ，市民参加型技術の “Stick-in”という
側面を理解するやり方である．これは，依然閉ざされた，

トップダウンのリスクマネジメントを外に開かれたもの

にするためのひとつの重要な手がかりと思われる．  
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THE “STICK-IN” NATURE OF CITIZEN DELIBERATION FOR TECHNOLOGY-， 
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Citizen deliberation in science and technology has increasingly been adopted as a useful way to integrate public views into policy 
decisions. However we should be aware that, like other policy processes, the transfer of a particular policy process from one culture 
to another (“social technology transfer”) can result in value-conflict between the process and its new social environment and may 
be accompanied by some difficulties. This paper uses a recent deliberation initiative in Germany as a case and explores how the 
socio-political environment influenced its process and how its outcomes challenged the established understanding of the 
policy-making process and reacted with it.  
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